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2022 年 11 月期 通期決算説明補足資料 

 

本資料について 

 本日（2023 年 1 月 26 日）開催した機関投資家・アナリスト向け決算説明会での説明内容

を踏まえて、2023 年 1 月 25 日に公表した「2022 年 11 月期通期決算説明資料」主要ページ

の補足資料としてご提供するものです。 

 

会社概要 

 

 当社の事業領域は、中古住宅再生（中古区分所有マンションの買取再販）と新築戸建の建

築請負に大別され、マンション買取再販は「仲介会社経由取引」と「エンド顧客直接取引」

に二分されます。「仲介会社経由取引」は 2 つの成長エンジンを持っており、1 つは出店に

よる「リアルビジネスのエリア拡大」、もう 1 つは新たに始めた「仲介会社向け SaaS ビジネ

ス」となっております。リアルビジネスでの取引先仲介会社の拡大により、リアルと

SaaS、2 つの取引数増加に繋がっております。エンド顧客直接取引については、ポータルサ



 

 

イト「KAITRY」を活用したエンド顧客との直接売買となっております。広告宣伝により認

知度を高めることで、大きく成長する可能性を秘めております。新築戸建については、山口

県・秋田県の地元 No.1 事業者として安定した売上・利益の確保をしてまいります。 

 

決算ハイライト 

 

 中古住宅再生の伸びが牽引しており、年間仕入決済件数が 1,256 件、年間販売決済件数が

1,076 件となり、連結売上高・EBITDA ともに前期比+30%を超える成長を果たしました。

仕入・販売に繋がる KPI として、年間査定数は前期比+31.0%の 23,429 件、SaaS ビジネス

の母数ともなる取引仲介会社拠点数は前期比+52.8%の 6,482 拠点、取引仲介会社営業員数

は 17,241 人（前期比+75.5%）と多く増加しております。



 

 

 

 売上高・売上総利益ともに増収増益となっておりますが、売上総利益率は若干下がってお

ります。この要因は新築戸建におけるウッドショック影響となっており、請負契約時から急

速な木材価格上昇により、現場受渡し時の時価との差額が原価増となりました。ウッドショ

ックによる原価増は 2022 年 11 月期の上期までに終結しております。販管費については、

794 百万円増加しておりますが、売上高の伸びの効果が大きく、営業利益率は 0.4pt 上昇し

ており、以下各段階利益も上昇しております。

 

販管費については、前期比+21.4%の 4,512 百万円となりました。主な内訳として、人件

費については、前期比+19.7%増加しており、期末従業員数が 280 人から 340 人と増加した



 

 

ことによる給与・法定福利費の増加が主となります。販売手数料については、前期比

+36.1%増加しておりますが、こちらは中古住宅再生における販売時の仲介手数料で、売上

高連動の変動費となります。支払手数料については、前期比+29.2%増加しており、銀行手

数料・各種コンサル費用・監査報酬・建物検査料などが主なものとなります。広告宣伝費に

ついては、TV CM やメディア露出により集客を図る戸建住宅での広告宣伝費、iBuyer プラ

ットフォーム「KAITRY」関連の web 広告費用等となります。賃借料については、新規出店

や増床により前期比+42.5%増加となります。

 

貸借対照表については、在庫の増加がポイントとなります。コメントでは約 42 億円増加

としておりますが、こちらは未成工事支出金の増減を加味しておらず、同資産は約 5 億円減

少しており、販売用不動産・仕掛販売用不動産・未成工事支出金の合計額は約 37 億円増加

となります。当社の強みの 1 つは金融機関からの資金調達が順調なところであり、毎期業容

拡大により積み増す商品在庫に係る資金は金融機関借入により賄えております。



 

 

 

通期業績予想については、四半期ごとの進捗にバラツキがあることから、四半期別の予算

を掲載させていただいております。通常の季節要因としては、中古マンションは春と秋が繁

忙期となります。引渡しベースで 3 月・4 月、10 月・11 月の引渡しが多くなり、1Q が少な

く 4Q が多くなります。一方特殊要因として、戸建は税制・補助金・資材高騰等で受注時期

にズレが生じます。2022 年 11 月期はウッドショックによる値上げ前駆け込み需要により、

1Q の引渡しが増加しました。年度の予算は四半期別の変動を捉えて策定しております。 

 

直近のトピックス 

 



 

 

不動産仲介会社からの要望を受けて、2022 年 11 月より AI 査定を活用した仲介会社向け

業務効率化支援サービス「HOMENET Pro」をリリースしました。買取価格査定機能・エ

ンド顧客向け売却提案書のカンタン作成機能があり、12 月末までの 2 か月で 241 拠点から

お申込みいただきました。まずは年間 1,000 拠点という数値を意識していましたが、大変好

評をいただいており、2023 年 2 月には中でも要望の多い「戸建て査定」機能を追加できる

目途が立ちました。今後さらに導入拠点数を伸ばしていきたいと考えております。

 

 今年 1 月より iBuyer プラットフォーム「KAITRY（カイトリー）」の TV CM を開始いた

しました。「カイトリー」の指名検索が TV CM 前と比較して約 6.7 倍、通電からの内見獲

得率が+7pt 上昇し、通電から内見獲得まで約 10 件に 1 件獲得できるようになっておりま

す。費用対効果を分析しつつ、エンド顧客直接取引を拡大していきます。



 

 

 

 秋田県株式会社サンコーホームの本社すぐ近くに、モデルハウス 3 棟を並べた展示場をオ

ープンいたしました。コロナ禍で web マーケティングの重要性が増していますが、一方で

契約獲得にはモデルハウスでの案内が決め手となります。1 月 7 日から 1 月 9 日の 3 日間の

オープンイベントで 233 組もの来場があり、今年度第 3 四半期以降の引渡し増強に活かして

いきたいと考えております。

 

 昨年度、11 月に広島県尾道市に企業版ふるさと納税の寄付を行いました。尾道市は空き

家再生プロジェクトを進めている自治体であり、「地方創生」を掲げている当社としては、

実質負担 1 割のふるさと納税制度を利用し、支援することと合わせて、空き家再生に果たせ



 

 

る役割も探っていきたいと考えております。 

 

成長戦略 

 

 成長戦略として、リアルにテクノロジーを掛け合わせることで独自の AI 査定・不動産

DX を推進することにより、売上を増加していきたいと考えており、大きく 3 つに区分した

成長戦略を描いております。1 つ目が、「リアルビジネスの安定的な成長」であり、中古住

宅再生事業をこれまで通り積極的な店舗展開で拡大していきたいと考えております。2 つ目

が「SaaS プロダクトの提供と更なる拡張」を考えており、2022 年 12 月末時点での 240 拠

点以上の導入が進んでおり、こちらの拡大とともに定額利用料での SaaS 収益拡大を考えて

おります。また、導入拠点数の拡大とともに不動産仲介会社からの査定数が増加し、仕入の

増加が直接的に見込むことができます。3 つ目がポータルサイト「KAITRY」経由でのエン

ド顧客との直接取引に本格的に取り組みます。エンド顧客に合わせた広告宣伝を行い、認知

を高め、「KAITRY」の飛躍的拡大を図っていきたいと考えております。 

 

以上 


